
労働基準法

過去問題集の使い方
平成26年度～令和５年度の問題は類似出題でもすべて掲載しています。

分野別・条文別に編集
分野別・条文別に編集してあるので、自分が理解できているかの確認が可能
です。

法改正に完全対応
法改正に完全対応しています！

難易度をランク分け
□□□　確実に押さえたいテーマ
□□　　余裕があれば押さえる
□ 参考程度に見ておく

一問一答形式
一問一答形式に分解して編集されており、どの条文からどれくらい出題され
ているのかがわかり、試験傾向をつかめます。

記述式で問題を掲載
選択式については、記述式で問題を掲載。各法律の最終ページに10年分を掲載。
選択式・択一式問題共に、条文そのままの出題で、かつ過去に選択式で出題
されたことのある問題は解説ページにて選択式の出題年度を枠で囲んでいま
す。選択式で狙われやすい条文を確認できます。
例：

解答・解説
解説ではキーワードを赤字にしています。
出題ポイントを的確に把握できているか確認することができます。

令和５年度選択式【Ｂ】
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 労働基準法の基本原則

§1 基本原則

労働条件の原則［１条］
□□□ 【問 】 労働基準法は、労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要

を充たすべきものでなければならないとしている。

□□□ 【問 】 労働基準法第１条にいう「人たるに値する生活」には、労働者の標準家族の
生活をも含めて考えることとされているが、この「標準家族」の範囲は、社会の一般通
念にかかわらず、「配偶者、子、父母、孫及び祖父母のうち、当該労働者によって生計
を維持しているもの」とされている。

□□□ 【問 】 労働基準法第１条第１項においては、「労働条件は、労働者【Ａ】ための必要
を充たすべきものでなければならない。」と規定されている。

□□□ 【問 】 労働基準法第１条は、労働保護法たる労働基準法の基本理念を宣明したもの
であって、本法各条の解釈にあたり基本観念として常に考慮されなければならない。

□□□ 【問 】 労働基準法第１条にいう「労働条件」とは、賃金、労働時間、解雇、災害補
償等の基本的な労働条件を指し、安全衛生、寄宿舎に関する条件は含まない。

□□□ 【問 】 労働基準法第１条にいう「労働関係の当事者」には、使用者及び労働者のほ
かに、それぞれの団体である使用者団体と労働組合も含まれる。

□□□ 【問 】 労働基準法は労働条件の最低基準を定めたものであり、この最低基準が標準
とならないように、同法は、この最低基準を理由として労働条件を低下させることを禁
止し、その向上を図るように努めることを労働関係の当事者に義務づけている。

□□□ 【問 】 労働基準法第１条第２項にいう「この基準を理由として」とは、労働基準法
に規定があることが決定的な理由となって、労働条件を低下させている場合をいうこと
から、社会経済情勢の変動等他に決定的な理由があれば、同条に抵触するものではない。

労働基準法の基本原則
Chapter

1
問題

1

2

3

4

5

6

7

8
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 労働基準法の基本原則

§1 基本原則

労働条件の原則［１条］
【問 】 （平成27年度　　問１－A）
○　　　労基法１条１項
設問のとおり。人たるに値する生活がキーワード。選択式でも出題されている。

【問 】 （平成30年度　　問４－ア）
×　　　労基法１条　昭和22年基発401号
後半が誤り。標準家族の範囲は、その時その社会の一般通念による。

【問 】 （平成19年度　　選択式）
Ａ　　　が人たるに値する生活を営む　　　労基法１条１項

【問 】 （平成28年度　　問１－ア）
○　　　労基法１条　昭和22年発基17号
設問のとおり。本規定は、労働者に人格として価値ある生活を営む必要を充たすべき労働条件を保障
することを宣明したものである。

【問 】 （平成25年度　　問５－Ａ）
×　　　労基法１条　昭和63年基発150号
労基法１条にいう「労働条件」とは、賃金、労働時間等のほか、解雇、災害補償、安全衛生、寄宿舎
等を含む労働者の職場におけるすべての待遇をいう。

【問 】 （令和４年度　　問４－Ａ）
○　　　労基法１条
設問のとおり。労働関係の当事者には、使用者団体と労働組合も含まれる。

【問 】 （平成25年度　　問５－Ｂ）（平成18年度　　問１－Ａ類似出題）
○　　　労基法１条２項
設問のとおり。なお、労働条件の低下がこの法律の基準を理由としているか否かに重点を置いて判断
するものであり、社会経済情勢の変動等他に決定的な理由がある場合には本条に抵触するものではな
い。

【問 】 （令和３年度　　問１－Ａ）
○　　　労基法１条２項　昭和63年基発150号
設問のとおり。労働条件の低下が社会経済情勢の変動等の決定的な理由がある場合には、労基法１条
２項の規定に抵触するものではない。

労働基準法の基本原則
Chapter

1
解答
解説

1 平成19年度選択式【Ｂ】

2

3

4

5

6

7

8
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労働条件の決定［２条］
□□□ 【問 】 労働基準法第２ 条第１項により、「労働条件は、労働者と使用者が、対等の

立場において決定すべきものである」ため、労働組合が組織されている事業場では、労
働条件は必ず団体交渉によって決定しなければならない。

□□□ 【問 】 労働基準法第２条により、「労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場にお
いて決定すべきもの」であるが、個々の労働者と使用者の間では「対等の立場」は事実
上困難であるため、同条は、使用者は労働者に労働組合の設立を促すように努めなけれ
ばならないと定めている。

□□□ 【問 】 労働基準法第２条第１項が、「労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場
において決定すべきである。」との理念を明らかにした理由は、概念的には対等者であ
る労働者と使用者との間にある現実の力関係の不平等を解決することが、労働基準法の
重要な視点であることにある。

□□□ 【問 】 労働基準法第２条の第１項においては、「労働条件は、労働者と使用者が、【Ａ】
決定すべきものである。」と規定されている。

□□□ 【問 】 使用者は、労働協約、就業規則及び労働契約を遵守し、誠実にその義務を履
行しなければならないが、使用者よりも経済的に弱い立場にある労働者についてはこの
ような義務を定めた規定はない。

均等待遇［３条］
□□□ 【問 】 労働基準法第３条にいう「賃金、労働時間その他の労働条件」について、解

雇の意思表示そのものは労働条件とはいえないため、労働協約や就業規則等で解雇の理
由が規定されていても、「労働条件」にはあたらない。

□□□ 【問 】 労働基準法第３条は、使用者は、労働者の国籍、信条、性別又は社会的身分
を理由として、労働条件について差別的取扱をすることを禁じている。

□□□ 【問 】 労働基準法第３条は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、労
働条件について差別することを禁じているが、これは雇入れ後における労働条件につい
ての制限であって、雇入れそのものを制限する規定ではないとするのが、最高裁判所の
判例である。

□□□ 【問 】 労働基準法第３条に定める「国籍」を理由とする差別の禁止は、主として日
本人労働者と日本国籍をもたない外国人労働者との取扱いに関するものであり、そこに
は無国籍者や二重国籍者も含まれる。

9　

10　

11　

12　

13　

14　

15　

16　

17　
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労働条件の決定［２条］
【問 】 （平成28年度　　問１－イ）
×　　　労基法２条１項
労基法２条１項は、原則を明らかにしたのみであり、現実に労働組合があるかどうか、また団体交渉
で決定したかどうかは本条の問うところではない。

【問 】 （令和５年度　　問４－Ａ）
×　　　労基法２条
前段は正しいが、後段の「労働組合の設立を促すように努めなければならない」ことまでは定めてい
ない。

【問 】 （平成25年度　　問５－Ｃ）
○　　　労基法２条１項　昭和63年基発150号
設問のとおり。「対等の立場」とは形式的のみならず実質的に対等の立場をいうもので、社会的・経
済的な力関係を離れて相互の人格を尊重する立場を意味する。

【問 】 （平成19年度　　選択式）
Ａ　　　対等の立場において　　　労基法２条１項

【問 】 （平成21年度　　問１－Ａ）
×　　　労基法２条２項
労働者及び使用者は、労働協約、就業規則及び労働契約を遵守し、誠実に各々その義務を履行しなけ
ればならないとされている。労働者にも遵守義務がある。

均等待遇［３条］
【問 】 （平成30年度　　問４－イ）
×　　　労基法３条　昭和63年基発150号
後半が誤り。「その他の労働条件」には、解雇についての条件も含まれる。

【問 】 （平成29年度　　問５－ア）（平成19年度　　問１－Ｅ類似出題）
×　　　労基法３条
労基法３条（均等待遇）では、「性別」を理由とした差別的取扱いは規定されていない。

【問 】 （平成28年度　　問１－ウ）（平成21年度　　問１－Ｂ類似出題）
○　　　最判昭和48年12月12日（三菱樹脂事件）
設問のとおり。労基法３条が禁止する労働条件についての差別的取扱いには、「雇入れにおける差別
は含まれない」とするのが最高裁の判例とされ「企業者が特定の思想、信条を有する者をその故をも
って雇い入れることを拒んでも、それを当然に、違法とすることはできない」とされている。

【問 】 （令和２年度　　問４－Ａ）
○　　　労基法３条
設問のとおり。無国籍者又は二重国籍者であることを理由とした労働条件等の差別的取扱いも、労基
法３条によって禁止されている。

9　

10　

11　 平成19年度選択式【Ａ】

12　

13　

14　

15　

16　

17　
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□□□ 【問 】 労働基準法第３条が禁止する「差別的取扱」をするとは、当該労働者を有利
又は不利に取り扱うことをいう。

□□□ 【問 】 労働基準法第３条の禁止する「差別的取扱」とは、当該労働者を不利に取り
扱うことをいい、有利に取り扱うことは含まない。

□□□ 【問 】 労働基準法第３条は、すべての労働条件について差別待遇を禁止しているが、
いかなる理由に基づくものもすべてこれを禁止しているわけではなく、同条で限定的に
列挙している国籍、信条又は社会的身分を理由とする場合のみを禁じている。

□□□ 【問 】 特定の思想、信条に従って行う行動が企業の秩序維持に対し重大な影響を及
ぼす場合、その秩序違反行為そのものを理由として差別的取扱いをすることは、労働基
準法第３条に違反するものではない。

□□□ 【問 】 労働基準法第３条にいう「信条」には、特定の宗教的信念のみならず、特定
の政治的信念も含まれる。

男女同一賃金の原則［４条］
□□□ 【問 】 労働基準法第４条の禁止する賃金についての差別的取扱いとは、女性労働者

の賃金を男性労働者と比較して不利に取り扱う場合だけでなく、有利に取り扱う場合も
含まれる。

□□□ 【問 】 労働基準法第４条は、賃金について、女性であることを理由として、男性と
差別的取扱いをすることを禁止しているが、賃金以外の労働条件についてはこれを禁止
していない。

□□□ 【問 】 労働基準法第４条は、賃金についてのみ女性であることを理由とする男性と
の差別的取扱いを禁止したものであり、その他の労働条件についての差別的取扱いにつ
いては同条違反の問題は生じない。

□□□ 【問 】 労働基準法第４条が禁止する「女性であることを理由」とした賃金について
の差別には、社会通念として女性労働者が一般的に勤続年数が短いことを理由として女
性労働者の賃金に差別をつけることが含まれるが、当該事業場において実際に女性労働
者が平均的に勤続年数が短いことを理由として女性労働者の賃金に差別をつけることは
含まれない。
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【問 】 （令和３年度　　問１－Ｂ）
○　　　労基法３条
設問のとおり。差別的取扱いとは、労働者を有利又は不利に取扱うことをいう。

【問 】 （平成27年度　　問１－B）
×　　　労基法３条
有利に取り扱うことも、差別的取扱いである。

【問 】 （平成25年度　　問５－Ｄ）（平成23年度　　問１－Ａ類似出題）
○　　　労基法３条
設問のとおり。労基法３条において差別理由として禁止しているのは、「国籍、信条又は社会的身分」
のみである。

【問 】 （令和５年度　　問４－Ｂ）
○　　　労基法３条
設問のとおり。秩序違反行為そのものを理由として差別的取扱いをすることは、労基法３条に違反す
るものではない。

【問 】 （令和４年度　　問４－Ｂ）（平成24年度　　問４－Ａ類似出題）
○　　　労基法３条　昭和22年発基17号
設問のとおり。信条には、宗教的信条だけでなく、政治的信条をも含む。なお、政治的基本理念に留
まらず、国の具体的な政治の方向についての実践的な志向を有する政治的意見をも含むとされてい
る。

男女同一賃金の原則［４条］
【問 】 （平成30年度　　問４－ウ）（平成21年度　　問１－Ｃ類似出題）
○　　　労基法４条　平成９年基発648号
設問のとおり。女性を有利に取り扱うことも、差別的取扱いに該当する。

【問 】 （平成27年度　　問１－Ｃ）（平成20年度　問１－Ｅ、平成25年度　問５－Ｅ類似出題）
○　　　労基法４条
設問のとおり。労基法４条は、賃金についてのみ差別的取扱いを禁止しており、労基法４条に違反し
た場合には、「６か月以下の懲役又は30万円以下の罰金」に処せられる。なお、「男性と差別的取扱い
をする」とは、女性であることを理由に、有利に取り扱う場合も含まれる。

【問 】 （平成24年度　　問４－Ｂ）
○　　　労基法４条　平成９年基発648号
設問のとおり。なお、労基法３条では、賃金、労働時間その他の労働条件について、労働者の国籍、
信条又は社会的身分を理由とする差別的取扱いを禁止している。

【問 】 （令和元年度　　問３－ア）
×　　　労基法４条　平成９年基発648号
女性労働者が平均的に勤続年数が短いことを理由として賃金に差別をつけることも差別的取扱いに該
当する。

18　

19　

20　

21　

22　

23　

24　

25　

26　



- 12 -

□□□ 【問 】 就業規則に労働者が女性であることを理由として、賃金について男性と差別
的取扱いをする趣旨の規定がある場合、現実には男女差別待遇の事実がないとしても、
当該規定は無効であり、かつ労働基準法第４条違反となる。

公民権行使の保障［７条］
□□□ 【問 】 労働者が労働審判手続の労働審判員としての職務を行うことは、労働基準法

第７条の「公の職務」には該当しないため、使用者は、労働審判員に任命された労働者
が労働時間中にその職務を行うために必要な時間を請求した場合、これを拒むことがで
きる。

□□□ 【問 】 労働者（従業員）が「公職に就任することが会社業務の逐行を著しく阻害す
る虞れのある場合においても、普通解雇に附するは格別、同条項〔当該会社の就業規則
における従業員が会社の承認を得ないで公職に就任したときは懲戒解雇する旨の条項〕
を適用して従業員を懲戒解雇に附することは、許されないものといわなければならな
い。」とするのが、最高裁判所の判例である。

□□□ 【問 】 労働基準法第７条においては、「使用者は、労働者が労働時間中に、選挙権そ
の他公民としての権利を行使し、又は【Ａ】を請求した場合においては、拒んではなら
ない」と定められている。

□□□ 【問 】 使用者が、選挙権の行使を労働時間外に実施すべき旨を就業規則に定めてお
り、これに基づいて、労働者が就業時間中に選挙権の行使を請求することを拒否した場
合には、労働基準法第７条違反に当たらない。

□□□ 【問 】 労働基準法第７条に基づき「労働者が労働時間中に、選挙権その他公民とし
ての権利を行使」した場合の給与に関しては、有給であろうと無給であろうと当事者の
自由に委ねられている。

□□□ 【問 】 労働基準法第７条は、労働者が労働時間中に、裁判員等の公の職務を執行す
るための必要な時間を請求した場合に、使用者に、当該労働時間に対応する賃金支払を
保障しつつ、それを承認することを義務づけている。

□□□ 【問 】 使用者は、労働者が労働時間中に、選挙権その他公民としての権利を行使し、
又は公の職務を執行するために必要な時間を請求した場合に、これを拒むことはできな
いが、権利の行使又は公の職務の執行に妨げがない限り、請求された時刻を変更するこ
とは許される。
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【問 】 （令和４年度　　問４－Ｃ）
×　　　労基法４条　平成９年基発648号
就業規則に労働者が女性であることを理由として、賃金について男性と差別的取り扱いをする規定が
あっても、現実に男女差別待遇の事実がない場合には、その規定は無効ではあるが、労基法４条の違
反とはならない。

公民権行使の保障［７条］
【問 】 （平成21年度　　問１－Ｅ）
×　　　労基法７条　昭和63年基発150号　平成17年基発0930006号
公の職務には「労働審判員」（労働審判法）、裁判員が加えられている。したがって、労働審判員に任
命された労働者が労働時間中にその職務を行うために必要な時間を請求した場合、これを拒むことは
できない。

【問 】 （平成29年度　　問５－エ）（平成16年度　問１－Ｄ、平成23年度　問１－Ｃ類似出題）
○　　　最判昭和38年６月21日（十和田観光電鉄事件）
設問のとおり。従業員が会社の承認を得ないで公職に就任したときは懲戒解雇する旨の就業規則の条
項を適用して従業員を懲戒解雇に附することは、許されないというのが、最高裁の判例である。

【問 】 （平成20年度　　選択式改）
Ａ　　　公の職務を執行するために必要な時間　　　労基法７条

【問 】 （令和２年度　　問４－Ｄ）
×　　　労基法７条　昭和23年基発1575号
権利の行使又は公の職務の執行に妨げがない限り、請求された時刻、又は日を変更することは問題な
い。しかし、公民権の行使を労働時間外に実施すべき旨を就業規則等に定めたことにより、労働者が
就業時間中に選挙権の行使を請求することを拒否することは違法である。

【問 】 （令和元年度　　問３－ウ）
○　　　労基法７条　昭和22年基発399号
設問のとおり。有給にするか無給にするかは労働協約や労使協定等当事者の合意により決定する。

【問 】 （平成26年度　　問１－Ｃ）（平成24年度　　問４－Ｃ類似出題）
×　　　労基法７条　昭和22年基発399号
公民権行使等の時間については、使用者に賃金の支払い義務はなく、有給にするか無給にするかは労
働協約や労使協定等当事者の合意により決定する。

【問 】 （令和３年度　　問１－Ｄ）
○　　　労基法７条
設問のとおり。条文からの出題である。権利の行使又は公の職務の執行に妨げがない限り、請求され
た時刻を変更することは問題がない。
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§2 前近代的な拘束からの救済

強制労働の禁止［５条］
□□□ 【問 】 使用者は、暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束する手

段によって、労働者の意思に反して労働を強制してはならない。

□□□ 【問 】 使用者の暴行があっても、労働の強制の目的がなく、単に「怠けたから」又
は「態度が悪いから」殴ったというだけである場合、刑法の暴行罪が成立する可能性は
あるとしても、労働基準法第５条違反とはならない。

□□□ 【問 】 労働基準法第５条に定める「脅迫」とは、労働者に恐怖心を生じさせる目的
で本人又は本人の親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対して、脅迫者自ら又は第
三者の手によって害を加えるべきことを通告することをいうが、必ずしも積極的言動に
よって示す必要はなく、暗示する程度でも足りる。

□□□ 【問 】 労働基準法第５条に定める強制労働の禁止に違反した使用者は、「１年以上
10年以下の懲役又は20万円以上300万円以下の罰金」に処せられるが、これは労働基準
法で最も重い刑罰を規定している。

□□□ 【問 】 労働基準法第５条は、使用者は、労働者の意思に反して労働を強制してはな
らない旨を定めているが、このときの使用者と労働者との労働関係は、必ずしも形式的
な労働契約により成立していることを要求するものではなく、事実上の労働関係が存在
していると認められる場合であれば足りる。

□□□ 【問 】 労働基準法第５条は、使用者が労働者に強制労働をさせることを禁止してい
るが、必ずしも形式的な労働契約により労働関係が成立していることを要求するもので
はなく、当該具体例において事実上労働関係が存在すると認められる場合であれば足り
るとされている。

□□□ 【問 】 労働基準法第５条に定める「監禁」とは、物質的障害をもって一定の区画さ
れた場所から脱出できない状態に置くことによって、労働者の身体を拘束することをい
い、物質的障害がない場合には同条の「監禁」に該当することはない。
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§2 前近代的な拘束からの救済

強制労働の禁止［５条］
【問 】 （平成20年度　　問１－Ａ）
○　　　労基法５条
設問のとおり。なお、強制労働の禁止（労基法５条）に違反した場合には、１年以上10年以下の懲
役又は20万円以上300万円以下の罰金に処せられる。

【問 】 （令和４年度　　問４－Ｄ）
○　　　労基法５条
設問のとおり。労基法５条は、労働者の意思に反して労働を強制してはならない旨を定めているた
め、設問は労基法５条違反とはならない。

【問 】 （令和３年度　　問１－Ｃ）
○　　　労基法５条　昭和23年基発381号
「脅迫」とは、刑法222条に規定する脅迫であり、労働者に恐怖心を生じさせる目的で本人又は本人の
親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対して、脅迫者自ら又は第三者の手によって害を加えるべ
きことを通告することをいうが、必ずしも積極的言動によって示す必要なく、暗示する程度でも足りる。

【問 】 （平成29年度　　問５－イ）（平成21年度　　問１－Ｄ類似出題）
○　　　労基法５条　117条
設問のとおり。労基法５条（強制労働の禁止）に違反した場合の罰則が、労働基準法で最も重い。

【問 】 （令和元年度　　問３－イ）
○　　　労基法５条　昭和23年基発381号
設問のとおり。同条の義務主体が「使用者」とされていることから、当然に、労働を強制する使用者
と強制される労働者との間に労働関係があることが前提となるが、その場合の労働関係は必ずしも形
式的な労働契約により成立していることを要求するものではなく、当該具体例において事実上労働関
係が存在すると認められる場合であれば足りる。

【問 】 （平成26年度　　問１－Ａ）
○　　　労基法５条　昭和23年基発381号
設問のとおり。同条の義務主体が「使用者」とされていることから、当然に、労働を強制する使用者
と強制される労働者との間に労働関係があることが前提となるが、その場合の労働関係は必ずしも形
式的な労働契約により成立していることを要求するものではなく、当該具体例において事実上労働関
係が存在すると認められる場合であれば足りる。

【問 】 （令和５年度　　問４－Ｃ）
×　　　労基法５条　昭和63年基発150号
「監禁」とは、刑法220条に規定する監禁であり、一定の区画された場所から脱出できない状態に置く
ことによって、労働者の身体の自由を拘束することをいい、必ずしも物質的障害をもって手段とする
必要はないとされている。
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□□□ 【問 】 労働基準法第５条に定める「精神又は身体の自由を不当に拘束する手段」の「不
当」とは、本条の目的に照らし、かつ、個々の場合において、具体的にその諸条件をも
考慮し、社会通念上是認し難い程度の手段をいい、必ずしも「不法」なもののみに限ら
れず、たとえ合法的であっても、「不当」なものとなることがある。

　□□ 【問 】 強制労働を禁止する労働基準法第５条の構成要件に該当する行為が、同時に
刑法の暴行罪、脅迫罪又は監禁罪の構成要件にも該当する場合があるが、労働基準法第
５条違反と暴行罪等とは、法条競合の関係（吸収関係）にあると解される。

中間搾取の排除［６条］
□□□ 【問 】 労働基準法第６条は、法律によって許されている場合のほか、業として他人

の就業に介入して利益を得てはならないとしているが、その規制対象は、私人たる個人
又は団体に限られ、公務員は規制対象とならない。

□□□ 【問 】 何人も、他の法律の定め如何にかかわらず、業として他人の就業に介入して
利益を得てはならない。

□□□ 【問 】 労働基準法第６条は、法律によって許されている場合のほか、業として他人
の就業に介入して利益を得てはならないとしているが、「業として利益を得る」とは、
営利を目的として、同種の行為を反覆継続することをいい、反覆継続して利益を得る意
思があっても１回の行為では規制対象とならない。

□□□ 【問 】 労働基準法第６条は、業として他人の就業に介入して利益を得ることを禁止
しており、その規制対象は、使用者であるか否かを問わないが、処罰対象は、業として
利益を得た法人又は当該法人のために実際の介入行為を行った行為者たる従業員に限定
される。

□□□ 【問 】 労働基準法第６条に定める「何人も、法律に基いて許される場合の外、業と
して他人の就業に介入して利益を得てはならない。」の「利益」とは、手数料、報償金、
金銭以外の財物等いかなる名称たるかを問わず、また有形無形かも問わない。

□□□ 【問 】 法人が業として他人の就業に介入して利益を得た場合、労働基準法第６条違
反が成立するのは利益を得た法人に限定され、法人のために違反行為を計画し、かつ実
行した従業員については、その者が現実に利益を得ていなければ同条違反は成立しな
い。
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【問 】 （令和２年度　　問４－Ｂ）
○　　　労基法５条　昭和63年基発150号
設問のとおり。「不当」とは、不法なもののみに限られない。合法的なものが「不当」されることもある。

【問 】 （平成27年度　　問１－Ｄ）
○　　　労基法５条
設問のとおり。一つの行為が労基法５条の構成要件のみならず暴行罪等の構成要件にも該当する場合
には、本条違反の罪のみが成立して、刑法の暴行罪等は成立する余地がないものと解される。

中間搾取の排除［６条］
【問 】 （平成28年度　　問１－エ）
×　　　労基法６条　昭和23年基発381号
違反行為の主体は「他人の就業に介入して利益を得る」第三者であって、個人、団体又は公人たると
私人たるとを問わない。したがって、公務員であっても、違反行為の主体となり得る。

【問 】 （平成23年度　　問１－Ｂ）（平成20年度　　問１－Ｃ類似出題）
×　　　労基法６条
法律に基づいて許される場合には労基法６条（中間搾取の排除）には違反しない。職業安定法による
有料職業紹介事業などが該当する。

【問 】 （平成29年度　　問５－ウ）
×　　　労基法６条　昭和23年基発381号
反覆継続して利益を得る意思があれば、１回の行為であっても「業」とされ、規制対象となる。「利益」
とは、手数料、報償金、金銭以外の財物等いかなる名称であるかを問わず、また有形無形であるかを
問わない。

【問 】 （平成26年度　　問１－Ｂ）
×　　　労基法６条　昭和34年基収8770号
他人の就業に介入して得る利益の帰属主体は、必ずしも当該行為者である必要はない。このため業
として利益を得た法人又は当該法人のために実際の介入行為を行った行為者たる従業員以外の者も、
「行為者」であれば処罰の対象になり得る。

【問 】 （令和２年度　　問４－Ｃ）
○　　　労基法６条　昭和23年基発381号
設問のとおり。「利益」とは、名称を問わず、有形無形を問わない。

【問 】 （令和５年度　　問４－Ｄ）
×　　　労基法６条　昭和34年基収8770号
法人が業として他人の就業に介入して利益を得た場合、法人の従業員が違反行為を計画し、かつ実行
した場合についてはその者が現実に利益を得ていない場合においても法人の従業員たる行為者につい
ては労働基準法６条違反が成立する。
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□□□ 【問 】 派遣中の労働者の派遣就業に関しては、労働者派遣法第44条第１項に掲げら
れた労働基準法第３条等の規定の適用については、派遣中の労働者は【Ａ】にある派遣
元の事業に加えて、【Ａ】にない派遣先の事業とも【Ａ】にあるものとみなされる。

賠償予定の禁止［16条］
□□□ 【問 】 労働基準法第16条は、労働契約の不履行について違約金を定め又は損害賠償

額を予定する契約をすることを使用者に禁止しているが、その趣旨は、このような違約
金制度や損害賠償額予定の制度が、ともすると労働の強制にわたり、あるいは労働者の
自由意思を不当に拘束し、労働者を使用者に隷属させることとなるので、これらの弊害
を防止しようとする点にある。

□□□ 【問 】 債務不履行によって使用者が損害を被った場合、現実に生じた損害について
賠償を請求する旨を労働契約の締結に当たり約定することは、労働基準法第16条により
禁止されている。

□□□ 【問 】 使用者は、労働者の身元保証人に対して、当該労働者の労働契約の不履行に
ついて違約金又は損害賠償額を予定する保証契約を締結することができる。

□□□ 【問 】 労働基準法第16条のいわゆる「賠償予定の禁止」については、違約金又はあ
らかじめ定めた損害賠償額を現実に徴収したときにはじめて違反が成立する。

前借金相殺の禁止［17条］
□□□ 【問 】 労働者が、実質的にみて使用者の強制はなく、真意から相殺の意思表示をし

た場合でも、前借金その他労働することを条件とする前貸の債権と賃金を相殺してはな
らない。

□□□ 【問 】 労働基準法第17条は、前借金その他労働することを条件とする前貸の債権と
賃金とを相殺することを禁止し、金銭貸借関係と労働関係とを完全に分離することによ
り金銭貸借に基づく身分的拘束の発生を防止することを目的としたものである。

□□□ 【問 】 労働基準法第17条にいう「労働することを条件とする前貸の債権」には、労
働者が使用者から人的信用に基づいて受ける金融や賃金の前払いのような弁済期の繰上
げ等で明らかに身分的拘束を伴わないものも含まれる。
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【問 】 （平成24年度　　選択式）
Ａ　　　労働契約関係　　　労基法３条　派遣法44条１項　平成20年基発0701001号

賠償予定の禁止［16条］
【問 】 （平成25年度　　問６－Ｄ）（平成23年度　　問２－Ｃ類似出題）
○　　　労基法16条
設問のとおり。民法は契約自由の原則に基づき、違約金を定めることを認めているが、労働関係にお
いては労働者の足留策に利用され身分的拘束を伴うこととなるので、これを民法の特別法として禁止
したものである。

【問 】 （平成30年度　　問５－Ｂ）
×　　　労基法16条　昭和22年発基17号
労基法16条は金額を予定することを禁止するのであって、現実に生じた損害について賠償を請求する
ことを禁止する趣旨ではない。

【問 】 （ 平成28年度　　問２－Ｃ）
×　　　労基法16条
違約金の定め又は損害賠償額を予定する契約の相手方を、特に労働者に限定していないから、労働者
の親権者や身元保証人との間で、当該定め又は契約をすることも本条違反に該当する。

【問 】 （令和４年度　　問５－Ｃ）
×　　　労基法16条
労基法16条は、違約金を定め、又は損害賠償額を予定する契約をすることが禁止されているため、違
約金を定め、又は損害賠償額を予定する契約を結んだときに違反が成立する。

前借金相殺の禁止［17条］
【問 】 （平成28年度　　問２－Ｄ）
×　　　労基法17条
労基法17条における前借金その他労働することを条件とする前貸の債権と賃金との相殺禁止は、相殺
のうち、使用者の側で行う場合のみを禁止している。労働者が自己の意思によって相殺することは禁
止されていない。

【問 】 （平成27年度　　問３－Ｄ）（平成20年度　　問１－Ｄ類似出題）
○　　　労基法17条
設問のとおり。労働者の足留策や強制労働の原因となる前借金その他労働することを条件とする前貸
の債権に限り、賃金との相殺を禁止したものである。

【問 】 （令和３年度　　問２－Ｃ）
×　　　労基法17条　昭和22年発基17号　昭和33年基発90号
本条の規定は、金銭貸借関係と労働関係とを完全に分離し金銭貸借関係に基づく身分的拘束関係の発
生を防止するのがその趣旨であるから、労働者が使用者から人的信用に基づいて受ける金融、弁済期
の繰上げ等で明らかに身分的拘束を伴わないものは、労働することを条件とする債権には含まれない
こととされている。
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□□□ 【問 】 使用者が労働者からの申出に基づき、生活必需品の購入等のための生活資金
を貸付け、その後この貸付金を賃金から分割控除する場合においても、その貸付の原
因、期間、金額、金利の有無等を総合的に判断して労働することが条件となっていない
ことが極めて明白な場合には、労働基準法第17条の規定は適用されない。

□□□ 【問 】 「前借金」とは、労働契約の締結の際又はその後に、労働することを条件とし
て使用者から借り入れ、将来の賃金により弁済することを約する金銭をいい、労働基準
法第17条は前借金そのものを全面的に禁止している。

□□□ 【問 】 労働基準法は、金銭貸借に基づく身分的拘束の発生を防止することを目的と
して、使用者が労働者に金銭を貸すこと、及び貸金債権と賃金を相殺することを禁止し
ている。

□□□ 【問 】 労働契約を締結する際に、労働者の親権者が使用者から多額の金銭を借り受
けることは、人身売買や労働者の不当な足留めにつながるおそれがあるため、当該労働
者の賃金と相殺されるか否かを問わず、労働基準法第17条に違反する。

強制貯金の禁止［18条］
□□□ 【問 】 使用者は、労働者の福祉の増進を図るため、当該事業場に、労働者の過半数

で組織する労働組合があるときはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合が
ないときは労働者の過半数を代表する者との書面による協定に基づき、労働契約に附随
して貯蓄の契約をさせ、又は貯蓄金を管理する契約をすることができる。

□□□ 【問 】 使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合に
おいてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働
者の過半数を代表する者の意見聴取をした上で、就業規則に、労働契約に附随すること
なく、労働者の任意になす貯蓄金をその委託を受けて管理する契約をすることができる
旨を記載し、当該就業規則を行政官庁に届け出ることにより、労働契約に附随すること
なく、労働者の任意になす貯蓄金をその委託を受けて管理する契約をすることができる。

　□□ 【問 】 中小企業等において行われている退職積立金制度のうち、使用者以外の第三
者たる商店会又はその連合会等が労働者の毎月受けるべき賃金の一部を積み立てたもの
と使用者の積み立てたものを財源として行っているものについては、労働者がその意思
に反してもこのような退職積立金制度に加入せざるを得ない場合でも、労働基準法第18
条の禁止する強制貯蓄には該当しない。

　□□ 【問 】 労働基準法第18条第５項は、「使用者は、労働者の貯蓄金をその委託を受け
て管理する場合において、労働者がその返還を請求したときは、４週間以内に、これを
返還しなければならない」と定めている。
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【問 】 （令和５年度　　問５－Ｃ）
○　　　労基法17条　昭和23年基収3633号他
設問のとおり。使用者が労働組合との労働協約の締結あるいは労働者からの申出に基づき、生活必
需品の購入等のための生活資金を貸し付け、その後この貸付金を賃金より分割控除する場合において
も、その貸付の諸条件を総合的に判断して労働することが条件となっていないことが極めて明白な場
合には、労基法17条の規定は適用されない。

【問 】 （令和４年度　　問５－Ｄ）
×　　　労基法17条　昭和22年発基17号　昭和33年基発90号
労基法17条は前借金を全面的に禁止しているのではない。労働者が使用者から人的信用に基づいて受
ける金融、弁済期の繰上げ等で明らかに身分的拘束を伴わないものは、労働することを条件とする債
権には含まれないこととされている。

【問 】 （平成23年度　　問２－Ｄ）
×　　　労基法17条
労働基準法で使用者が労働者に金銭を貸すことは禁止されていない。労基法17条において、使用者は、
前借金その他労働することを条件とする前貸の債権と賃金を相殺してはならないとされている。

【問 】 （平成25年度　　問６－Ｅ）
×　　　労基法17条
労基法17条では、使用者は、前借金その他労働することを条件とする前貸の債権と賃金を相殺しては
ならないとされている。

強制貯金の禁止［18条］
【問 】 （平成23年度　　問２－Ｅ）
×　　　労基法18条１項
労働契約に附随して貯蓄の契約をさせ、又は貯蓄金を管理する契約をすることはできない。

【問 】 （令和３年度　　問２－Ｄ）
×　　　労基法18条
使用者は、労働者の貯蓄金をその委託を受けて管理しようとする場合においては、当該事業場に、労
働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合が
ないときは労働者の過半数を代表する者との書面による協定をし、これを行政官庁（所轄労働基準監
督署長）に届け出なければならない。

【問 】 （令和元年度　　問４－Ｂ）
×　　　労基法18条　昭和25年基収2048号
設問の例は、強制貯蓄に該当する。

【問 】 （平成28年度　　問２－Ｅ）
×　　　労基法18条５項
「４週間以内に」ではなく、「遅滞なく」である。
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